
a-)にとって,√本書がす ぐれた入門王Fないし問題集とし

ての価値をもっことは疑いない｡つぎに,本書の内容

U)若干の)封こついて簡単な紹介を試みておこう｡

ナショナ リズムの視点からの析興同家の研究が重要

なことは改めて指摘するまで もないが,最 近のアメリ

カにおいては,この問題が,どちらかといえば民族形

成過程の~可塑的,_主体的側面に力点をお く"民族建設〟

というJrj度から扱われ る傾向が認められるo民族形成

過程を 個人 による ≠民族選択〟の 問題として 論 じた

Weilenmannの論文と, アメ リカの植民地時代にお

ける民),ji形成過程を扱 った Merrittの論文は, とも

に民族形成過程の主体的選択と歴史的 ･場所的な制約

の関連の分析を試みたものであるOまた民族形成過程

は 経済の近代化,社会的流動化,文化的融合,政治

的統合等々の トタ- ルな過程 として把握 されなければ

な らないが,これ らの諸過程の相互関連の相違に応 じ

て,民族形成過程にもさまざまの型があらわれる｡本

書の各論文でこの点についての有益な示唆が与え られ

ているが,例えば Merrittは, アメリカにおいては

共通の政治機構が完成される以前に政治的続令が進ん

でいたことを明らかにし,Scottは,ラテン ･アメリ

カにおいては,経済的 ･社会的な変化が自動的に大衆

の効果的な政治参与と政治的安定をもたらすかは疑問

であるとしている｡ 一方 Wilsonは, アジアとくに

中国大陸とベ トナムにおける共産党指導下の革命戦争

は,さきの諸過程を同時的に達成せんとする民族形成

の- タイプとしてとらえることができるとしている.

(福島徳寿郎)
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タイ国の経済発展 6カ年計画は,1961年 1月 1ヒ‖二

はじまり1966年 9月31日に終る｡これは財政年度が,

ユ961年は暦年から10月 1円～9月30Elにきりかえられ

たためである｡ だから, この 6カ年計画の第 1年度

は,1961年 1月 1口から同年 9月30円まで,第2年度

以降は10月から9月に至る財政年度である｡

したがって, 6カ年計画といっても,正味は5が ト

半の期間である｡その前半は2カ年半で1963年 9月未

でおわリ,同年10月から後半の 3カ年計画にはい〔た

わけである｡こL/)前半 2カ年半の実績にもとづいて,

後半の 3カ年計画が修正された｡このタイ語版は本年

3月llj溝板されたが,その英文翻訳版がこの8月刊行さ

れた｡ここに紹介するのは本書である｡

本書はタイ経済発展をめざすための計画であり,具

体的に 1人あたり実質所得の3%の年率での増加を目

標としている｡人口の年増加率は3%｡だから国民総

生産の増加を年率 6%にしなければならない(｡これが

大目標である｡この大目標に向-て経済発展計画がた

てられている｡

本書は2郡にわかれる｡第 1部は全体計画であり,

第 2部は部Ptj)[3帖-Tl矧持卜画である｡全休計画としては,

タイの経済情勢と長期的展望,開発目杷トと開発政策,

6カ年計画前半における発展,経済発展計画の後半 Lり

ための修正, 経済発展計画の 具体的方策が 述べ られ

るO部門別個別計画としては,農業,鉱工温 .勤JJ,

輸送通信,社会福祉,公衆衛生二,教育,匡l営企業にか

かって分析 される｡

わた くLは,いまここでタイの経済発展計画につい

て検討 しようとは思わないo Lか し, タイの経済発展

のためだけでな く, タイの経済の 情勢分析 として,

TheInternationalBankforReconstructionand

Development:APublicDevelopmentProgram

forThailand,1959および TheNationalEconornic

DevelopmentBoard:TheNationalEconomic

DevelopmentPlan,1961につづいて,本書は最 も~Efl二

要な文献であり, しかも最新の望洋1･を収Lf三したもい て

あるoわた くLは, タイ経済戸)現状にか人する研究J)
ための最も不可欠な文献であると思 う｡

わたくLは,本書が刊行直後それを京都のわた くL

あてに送 って くださった Dr.ThalerngThamrong-

Nawasawat,Acting DeputySecretary-General

をはじめとする TheNationalEconomicI)evelop一

mentBoard(いわばわが国の経済企画庁)の友人を

なつかしく思いだすとともに, この若い官庁エコノ ミ

ス トの今後の研鎖と活躍o)ほどを心から祈ってやまた:

いしだいである｡ (本間 武)
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